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平成２８年度千歳市各会計予算大綱 

 

 

平成２８年度千歳市各会計予算案を提出するに当たり、その大綱につきまして御説明申

し上げます。 

平成２８年度の我が国の経済については、「経済見通しと経済財政運営の基本的態度

（平成２８年１月２２日閣議決定）」において、中国を始めとする新興国等の景気の下振

れ、金融資本・商品市場の動向、地政学的な不確実性等に留意する必要があるものの、一

億総活躍社会の実現に向け最優先で推進する必要のある「緊急対策」などに示された施策

の推進等により、雇用・所得環境が引き続き改善し、経済の好循環が更に進展するととも

に、交易条件が緩やかに改善する中で、堅調な民需に支えられた景気回復が見込まれてお

ります。 

物価については、経済の好循環の進展により、需給が引き締まっていく中で上昇し、デ

フレ脱却に向け更なる前進が見込まれ、この結果、平成２８年度の実質ＧＤＰ成長率は

１．７％程度、名目ＧＤＰ成長率は３．１％程度と見込まれております。 

 

このような中、平成２８年度の地方財政計画は、通常収支分について、極めて厳しい地

方財政の現状及び現下の経済情勢等を踏まえ、歳出面においては、地方創生や地方の重点

課題に対応するために必要な経費を計上するとともに、社会保障関係費の増加を適切に反

映した計上を行う一方、国の取組と基調を合わせた歳出改革を行うこととしたところであ

ります。 

また、歳入面においては、「経済財政運営と改革の基本方針２０１５」（平成２７年６月

３０日閣議決定）で示された「経済・財政再生計画」に沿って、安定的な財政運営に必要

となる地方の一般財源総額について、平成２７年度地方財政計画と実質的に同水準を確保

することを基本として、引き続き生ずることとなった大幅な財源不足について、地方財政

の運営上支障が生じないよう適切な補塡措置を講じることとして策定され、その規模は

８５兆７，５９３億円、対前年度比では０．６％の増となったところであります。 

 

平成２８年度予算は、こうした地方財政計画や景気の動向、国・地方を通じた厳しい財

政状況を踏まえ、「財政標準化計画」の目標達成を基本に、「第６期総合計画」を着実に

推進するとともに、「みんなで生き生き 活力創造都市 ちとせ」の実現に向けて、「活力」

と「安心」の２つを柱に、市民要望や地域経済の活性化に配慮しつつ、編成を行ったとこ

ろであります。 

その結果予算規模は、 

一 般 会 計 ３７７億３，８５０万９千円 

特別会計（６会計） １５６億２，６１１万３千円 

合 計 ５３３億６，４６２万２千円 
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となっております。 

 

一般会計では、前年度６月補正予算後の予算（以下「前年度」といいます。）に比べ、

１億６，１７４万６千円、０．４％の増となっております。 

歳入につきましては、一般財源で２４７億９，５６０万１千円となり、前年度に比べ

２，８３６万９千円、０．１％の減となっております。 

この内容は、市税では市民税、固定資産税、軽自動車税などの増により２億２，６４０

万円、１．６％の増、地方消費税交付金では２億円、１０．８％の増、航空機燃料譲与税

では５，３００万円、１４．７％の増となっているものの、地方交付税で２億３，０００

万円、５．８％の減、市債で臨時財政対策債の減により１億６，５００万円、１０．５％

の減となっております。 

特定財源では、１２９億４，２９０万８千円となり、１億９，０１１万５千円、１．５％

の増となっております。 

この内容は、諸収入では急傾斜地対策事業受託収入の皆減などにより２億５，２９８万

７千円、１９．７％の減、市債では建設事業債の減により２億６，２００万円、１４．７％

の減となっているものの、国庫支出金では年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業費補

助金、保育所等整備交付金の皆増などにより３億５，３６４万３千円、６．２％の増、道

支出金では介護サービス提供基盤等整備事業費交付金、参議院議員通常選挙費委託金の皆

増などにより１億４，８７４万９千円、７．６％の増、財産収入では土地売払収入などの

増により１億３，７４０万９千円、２８．４％の増となっております。 

次に歳出でありますが、経常費では、２９１億３，０８７万９千円となり、前年度に

比べ５億４，６３０万８千円、１．９％の増となっております。 

これは、起債償還金元金・利子、職員費などで減となったものの、自立支援給付事業

費、地域型保育給付施設運営支援事業費、私立特定教育・保育施設運営支援事業費が増と

なったことなどによるものであります。 

また、投資的経費を除く臨時費では、４７億５，９４４万１千円となり、３億５，９８８万

２千円、８．２％の増となっております。 

これは、職員退職手当基金積立金、子育て世帯臨時特例給付金給付事業費で皆減と

なったものの、年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業費、保育定員拡大等施設整備補

助事業費が皆増となったことなどによるものであります。 

投資的経費では、３８億４，８１８万９千円となり、７億４，４４４万４千円、１６．２％

の減となっております。 

これは、休日夜間急病センター整備事業費、北陽小学校区学童クラブ新築整備事業費

などで増となったものの、北千歳駐屯地急傾斜地対策受託事業費、第２埋立処分地嵩上げ

事業費、コミュニティセンター施設整備事業費の皆減などが主な要因であります。 

以下、計上いたしました主な予算につきまして、「第６期総合計画」に掲げた６つの

まちづくりの基本目標、行政経営の基本目標に沿ってご説明申し上げます。 
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はじめに『あったかみのある地域福祉のまち』の予算であります。 

すべての市民が主役となり、地域でお互いに支え合いながら、心の豊かさやゆとりあ

る生活が実現でき、安心して暮らし続けられる、あったかみのあるまちづくりを進めるた

め、 

地域福祉推進事業費 ２０３万６千円 

千歳市社会福祉協議会支援事業費 ７，０６５万９千円 

民生委員関係業務経費 ２，３８７万４千円 

などを計上しております。 

 

市民一人ひとりが主役となった健康づくりや疾病予防対策を進めるとともに、地域の

医療水準の向上を図りながら、医療体制を充実するため、 

予防接種推進事業費 ２億９，６６９万７千円 

妊婦乳幼児委託健康診査事業費 ８，５４６万１千円 

市民健康診査事業費 ６，１５４万１千円 

がん検診推進事業費 １，３５５万８千円 

医療体制整備事業費 １億３，６５５万３千円 

休日夜間急病センター整備事業費 １億５，１３２万５千円 

食生活改善推進事業費 ５０万５千円 

不妊治療費助成事業費 ５８８万５千円 

病院事業繰出金 ９億６，６６２万４千円 

などを計上しております。 

 

高齢者や障がい者が安全に安心して自立した生活を送ることができる地域づくりを進

めるとともに、未来を担う子どもたちの健全な育成を図り、安心して子どもを生み育てる

ことができるように地域全体で子育てを支援するため、 

介護保険特別会計繰出金 ７億７，６１４万４千円 

介護サービス提供基盤等整備事業費 ６，１３０万９千円 

年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業費 ２億２，７３８万２千円 

高齢者・障がい者福祉サービス利用券助成事業費 ９，３８２万１千円 

自立支援給付事業費 １８億５，１７４万９千円 

地域生活支援事業費 １億２，８４５万円 

軽度・中等度難聴児補聴器購入費助成事業費 ２７万８千円 

障がい者就労支援事業費 １，２５６万９千円 

児童手当給付事業費 １０億９，７６５万円 

子ども医療費助成事業費 １億９，３５５万７千円 

産前・産後ケア事業費 ４４万４千円 
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私立特定教育・保育施設運営支援事業費 ８億１，６８２万円 

学童クラブ事業費 ７，４４０万１千円 

地域型保育給付施設運営支援事業費 ３億１，５１７万３千円 

保育定員拡大等施設整備事業費 ２億１，２５９万１千円 

北陽小学校区学童クラブ新築整備事業費 ９，１１３万８千円 

緑小学校区学童クラブ新築整備事業費 ２５２万７千円 

などを計上しております。 

 

市民が安心し快適な日常生活を送れるよう市民生活の安定を図るとともに、だれもが

住み良さを実感し、支え合うコミュニティづくりに取り組むため、 

生活保護事業費 ２４億６，３７０万１千円 

生活困窮者自立支援事業費 １，３５５万７千円 

国民健康保険特別会計繰出金 ９億８，４５６万５千円 

後期高齢者医療費管理運営事業費 ８億１，３４８万５千円 

消費者保護事業費 ２９４万８千円 

町内会育成事業費 ２，２７０万７千円 

町内会館整備事業費 １，２３８万９千円 

町内会館改修事業費 ２，８２２万２千円 

町内会等備品整備事業費 ２，８６３万５千円 

コミュニティセンター備品整備事業費 ６８８万９千円 

末広会館改修事業費 ４，０８３万７千円 

地方版総合戦略推進業務経費 １３７万円 

結婚活動応援事業費 １６７万４千円 

などを計上しております。 

 

男女が性別にかかわらず、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合う男女共同参

画社会を実現するため、 

男女共同参画推進事業費 ９３万５千円 

父子健康手帳発行事業費 １３万円 

などを計上しております。 

 

次に、『人と地球にやさしい環境のまち』の予算であります。 

地球温暖化防止に向けて、環境に配慮した行動の啓発を進めながら、環境学習の推進

とともに、地球環境の保全と低炭素社会の形成を図るため、 

環境情報提供事業費 ５６万円 

環境監視事業費 １，５６１万１千円 

エコチャレンジ補助事業費 ２５１万円 
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エコアクション推進事業費 ６１万３千円 

などを計上しております。 

 

資源の消費抑制・有効活用による環境への負荷低減や環境保全を進める循環型社会の

形成を目指し、 

資源回収事業費 ４，７７４万９千円 

道央廃棄物処理組合経費 １，５８１万２千円 

環境センター管理運営業務経費 ４億７，１８９万円 

第３埋立処分地嵩上げ事業費 １，２３５万６千円 

防犯灯ＬＥＤ化促進事業費 ６，７４１万５千円 

駅周辺施設ＬＥＤ照明整備事業費 ４５５万円 

などを計上しております。 

 

市民の快適な暮らしを支えるため、豊かな自然環境の保全と環境汚染等の未然防止に

努め、生活環境の向上を図るため、 

自然環境保全事業費 １３３万３千円 

環境保全測定機器整備事業費 ３８７万３千円 

下水道事業繰出金 ９億６，１５６万４千円 

などを計上しております。 

 

次に、『安全で安心して暮らせるまち』の予算であります。 

市民の生命及び財産を守るため、市民の防災意識の向上や防災訓練への参画を促すと

ともに、治水の推進など、あらゆる災害に対応できる総合的な防災対策の強化を図るため、 

自主防災組織育成事業費 １９３万８千円 

災害応急対策用品等整備事業費 ６６１万９千円 

避難行動要支援者対策推進事業費 ６２万５千円 

防災行政無線デジタル化整備事業費 ７３８万８千円 

防災備蓄倉庫整備事業費 １，０７１万５千円 

防災学習交流施設展示設備更新事業費 ３２０万２千円 

小学校非構造部材耐震化事業費  ４７７万５千円 

などを計上しております。 

 

地域における防犯や交通安全、子どもたちの安全確保の取組を推進し、市民が安心し

て暮らすことができる地域社会の実現を目指し、 

交通安全指導員配置経費 １，４１２万８千円 

スクールゾーン整備事業費 ５９万円 

防犯・交通安全市民活動促進事業費 １１３万７千円 
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交通安全教育施設備品整備事業費 １８４万２千円 

などを計上しております。 

 

複雑多様化する各種災害への対応力を強化するため、消防・救急体制の充実を目指し、 

消防車両等更新事業費 ２，９０９万１千円 

消防総合庁舎改修事業費 １億３５８万円 

空気ボンベ充塡機整備事業費 ４６９万３千円 

などを計上しております。 

 

防衛施設や航空機の飛行、車両の走行等に起因する諸障害について、関係機関との調

整を図りながら、その改善に取り組むため、 

在日米軍再編対策事業費 ５９８万５千円 

共同受信区域アンテナ設置助成事業費 ３６５万８千円 

共同受信施設設置事業費 １億３，４１２万３千円 

Ｃ経路舗装補修事業費 １億１，９３０万円 

などを計上しております。 

 

住環境の整備や安定的な水道供給の充実を図るとともに、快適で安全な冬季の生活・

交通環境を確保するため、 

公営住宅建替事業費（みどり団地） ７億９４０万円 

市営住宅管理業務経費 １億４，７４０万７千円 

プレミアムリフォーム券発行事業費 １，０１８万１千円 

水道事業繰出金 ４，７３７万９千円 

石狩東部広域水道企業団繰出金 ９，６０３万３千円 

除排雪事業費 ４億７，５５７万７千円 

除雪車両等購入事業費 ２，８６２万円 

防雪柵整備事業費 ２，２００万円 

などを計上しております。 

 

次に、『学びの意欲と豊かな心を育む教育文化のまち』の予算であります。 

社会の変化と個々のライフスタイルの多様化の中で、市民一人ひとりが時代に柔軟に

対応して、自ら課題を解決し、また、学んだ成果を地域で生かす生涯学習のまちづくりに

取り組むため、 

市民活動交流センター管理運営業務経費 １，３２１万３千円 

学校支援地域本部事業費 ２１２万２千円 

放課後子ども教室推進事業費 ３７万４千円 

などを計上しております。 
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子どもたちの豊かな心と生きる力を育むため、幼稚園、小中学校、高等学校など、

様々な段階における学校教育と生涯にわたる学習ニーズに応じた社会教育の充実を目指し、 

幼稚園教育振興事業費 ２億３，１３１万円 

小中学校ＩＣＴ機器等整備事業費 ５，２０２万７千円 

小中学校校務支援システム導入事業費 １，０１４万３千円 

小中学校大規模改修事業費 ２億４，０４５万８千円 

小中学校防音機能復旧事業費 ９，５００万円 

学力向上推進事業費 ３，０３１万７千円 

英語活動推進事業費 １９２万３千円 

小中学校司書配置事業費 １，８３９万円 

修学支援事業費 ６２４万８千円 

小中学校就学援助事業費 １億５，１３０万５千円 

スクールバス運行経費 １億３，３１４万７千円 

教職員管理職住宅建替事業費 ２，１９１万４千円 

ミアーズ中学校交流事業費 ３６９万円 

特別支援教育体制推進事業費 ５，０１３万１千円 

スクールカウンセラー配置事業費 ４５５万７千円 

公民館分館改修事業費 ２６２万１千円 

新給食センター整備事業費 ６１４万１千円 

などを計上しております。 

 

個性を生かした文化の創造やスポーツの振興、貴重な文化財の保護と活用、未来を担

う心豊かな青少年の育成を図るとともに、姉妹都市を始め国内外の様々な地域との交流を

促す環境づくりを進めるため、 

文化活動支援事業費 ２７９万９千円 

スポーツ普及推進事業費 ６，６８４万９千円 

青葉公園庭球場改修事業費 ２，８００万円 

温水プール改修事業費 ３，０７０万円 

縄文遺跡群世界遺産登録推進事業費 １２３万８千円 

国指定史跡整備事業費 １，２０１万円 

青少年健全育成事業費 ２，２０６万３千円 

千歳サケのふるさと館リニューアル事業費 ５，０００万円 

国際交流事業費 ６５３万３千円 

友好親善都市・長春市マラソン交流事業費 ９６万円 

などを計上しております。 
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次に、『活力ある産業拠点のまち』の予算であります。 

経営の安定化や担い手の育成・確保など農林業の振興を推進するとともに、千歳市特

有の水産資源の保護と増殖に取り組むため、 

農業振興資金貸付事業費 ８，０２９万４千円 

経営安定化対策事業費 ６，８０６万７千円 

新規就農者特別支援事業費 ６７５万円 

畜産環境整備助成事業費 ３０１万５千円 

土地改良費 １億３，４６０万２千円 

林業費 ５８３万６千円 

ヒメマス保護振興事業費 １，６９８万５千円 

支笏湖ヒメマスふ化場附帯施設整備事業費 １，２１３万円 

などを計上しております。 

 

千歳市が持つ、空港を核とした交通の利便性や立地条件の優位性等を生かし、商業の

振興や流通機能の充実とともに、企業誘致の推進、高度技術産業や新産業の集積を図るた

め、 

商業等活性化事業費 ８５１万９千円 

商店街振興事業補助事業費 ７４１万６千円 

中心市街地機能維持事業費 １，８５６万１千円 

企業誘致推進事業費 １，１７４万４千円 

立地企業振興事業費 １億５，３７６万２千円 

企業誘致プロモーション事業費 １，２３４万３千円 

分譲地販売・管理事業費 ３，５２１万円 

などを計上しております。 

 

千歳市の特性や資源を生かしながら、多様化するニーズに対応できる観光の振興を進

めるとともに、だれもが健康で安心して働くことのできる就業の場の確保と雇用の安定に

取り組むため、 

観光ＰＲ事業費 １，０９９万１千円 

イベント支援事業費 １，０３７万５千円 

支笏湖温泉管理経費 ７８８万２千円 

観光スポーツ連携事業費 ４２４万６千円 

外国人旅行者誘客事業費 １５５万円 

サーモンパーク整備事業費 ２，６１２万５千円 

雇用情報センター設置運営事業費 ８４万５千円 

若者・女性等就職サポート事業費 ４０万１千円 

などを計上しております。 
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次に、『都市機能が充実したまち』の予算であります。 

長期的な視野に立ち、計画的な土地利用と魅力ある市街地の形成を推進するとともに、

まちのにぎわいを再生し、だれもが安全で快適な都市生活を営むことができるよう、安定

した地域社会の形成を目指し、コンパクトで成熟した都市づくりを進めるため、 

景観形成推進事業費 １２８万５千円 

公共施設等総合管理計画策定事業費 ５２４万８千円 

千歳駅周辺交通バリアフリー地区整備事業費 ２，７８８万円 

などを計上しております。 

 

空・陸の交通拠点機能に優れた千歳市の特性を生かし、新千歳空港や道路などの交通

機能の充実と公共交通の利便性の向上とともに、各種都市機能の充実を図るため、 

新千歳空港整備事業費 １億５，８９８万５千円 

新千歳空港２４時間運用枠拡大に伴う周辺環境対策事業費 ６，０３３万７千円 

市道整備事業費 ２億２５０万円 

道路舗装補修事業費 ４，７８０万円 

橋梁長寿命化対策事業費 １億４，１２０万円 

道路ストック整備事業費 １億３，５４４万１千円 

バス路線確保対策補助事業費 ３，３２９万２千円 

千歳市交通戦略プラン推進事業費 ９０２万４千円 

地域公共交通利用環境改善事業費 ５９７万３千円 

などを計上しております。 

 

緑地の保全と緑化の推進を図り、市民が緑と親しみ、ふれあう機会を確保するため、 

緑化推進事業費 ３，２６３万円 

市内公園整備事業費 １億３，３２０万円 

千歳川桜プロジェクト事業費 ８４０万円 

などを計上しております。 

 

次に、『市民協働による自主自立の行政経営』の予算であります。 

市民と行政が良きパートナーとしてそれぞれの特性や役割を理解し、対等の関係で市

民協働によるまちづくりを進めるため、 

市民協働推進事業費 ７４５万２千円 

ひと・まちづくり助成事業費 ３８０万円 

などを計上しております。 

 

地域経済や地域活動、コミュニティの形成に大きな役割を担っている自衛隊と共存共
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栄するまちづくりを進めるため、 

自衛隊連絡調整業務経費 ６１万円 

自衛隊体制強化要望活動事業費 １４２万円 

などを計上しております。 

 

効率的、安定的な行財政運営や連携による広域行政を推進し、地域主権型社会に対応

できる自主自立のまちづくりを進めるため、 

第２庁舎建設事業費 ５，１９８万３千円 

ふるさと納税推進事業費 ６７７万７千円 

社会保障・税番号制度対応事業費 ８，８５５万５千円 

住民票等コンビニ交付事業費 ３，７１７万８千円 

などを計上しております。 

 

次に、「特別会計予算の概要」についてご説明申し上げます。 

 

国民健康保険特別会計につきましては、総額で９６億８，７７４万７千円となり、前

年度に比べ２億３，８６８万５千円、２．４％の減となっております。 

歳入では、共同事業交付金で７，４１６万９千円、３．５％の増となっておりますが、

一般被保険者及び退職被保険者数の減などにより、国庫支出金で１億２，１４２万７千円、

５．６％、療養給付費等交付金で２億８１４万円、４１．９％、前期高齢者交付金で

３，２０５万８千円、１．５％、それぞれ減を見込んでおります。 

歳出では、共同事業拠出金で２，５１９万５千円、１．２％増となっておりますが、保

険給付費で１億４，７２１万円、２．４％、後期高齢者支援金等で６，６８５万円、６．５％、

介護保険納付金で３，３４２万５千円、７．２％、それぞれ減を見込んでおります。 

 

土地取得事業特別会計につきましては、総額で３８万円となり、前年度に比べ２，４４４

万８千円、９８．５％の減となっておりますが、これは起債償還期間満了に伴う公債費の

減などによるものであります。 

 

公設地方卸売市場事業特別会計につきましては、総額で４，０８７万３千円となり、

前年度に比べ８５万２千円、２．１％の増となっておりますが、これは施設管理業務経費

の増などによるものであります。 

 

霊園事業特別会計につきましては、総額で４，５９９万２千円となり、前年度に比べ

５，２１６万４千円、５３．１％の減となっておりますが、これは、財産収入で千歳川築

堤用地売払いの皆減などによるものであります。 
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介護保険特別会計につきましては、総額で４９億２，３９９万８千円となり、前年度

に比べ２億１，５７２万７千円、４．６％の増となっております。 

歳入では、第１号被保険者数の増により保険料で５１１万９千円、０．５％、介護保

険給付費の増により国庫支出金で６，７５８万２千円、６．７％、支払基金交付金で

５，７９４万８千円、４．７％、道支出金で２，５４２万６千円、４．０％、一般会計

繰入金で５，９４０万２千円、８．３％、それぞれ増を見込んでおります。 

歳出では、介護・予防サービス費の増などにより介護保険費で２億７４９万２千円、

４．９％の増などを見込んでおります。 

 

後期高齢者医療特別会計につきましては、総額で９億２，７１２万３千円となり、前

年度に比べ２，５００万９千円、２．６％の減となっております。 

歳入では、繰入金において保健基盤安定繰入金などの増により、１，１８６万９千円、

５．３％増となったものの、後期高齢者医療保険料で北海道後期高齢者医療広域連合から

の指示額減により３，６８７万８千円、５．１％の減を見込んでおります。 

歳出では、歳入と同様に指示額の減により後期高齢者医療広域連合納付金で２，６７３

万円、２．９％の減を見込んでおります。 

 

以上で予算の大綱説明とさせていただきますが、よろしく御審議、御決定いただきま

すようお願い申し上げます。 


